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議   第  ２７０  号   

令和 ７ 年１１月２８日提出   

 

熊本市営駐車場条例の一部改正について 

 

熊本市営駐車場条例の一部を次のように改正する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市営駐車場条例の一部を改正する条例 

 

熊本市営駐車場条例（昭和４６年条例第５７号）の一部を次のように改正する。 

 

別表第１熊本市営熊本城二の丸駐車場、熊本市営熊本城三の丸第一駐車場、熊本市

営熊本城宮内駐車場及び熊本市営熊本城三の丸第二駐車場の項供用日の欄中「１２月

２８日」を「１２月３１日」に改め、同項供用時間の欄中「４月１日から１０月３１

日」を「７月１日から８月３１日」に、「午後６時３０分」を「午後８時３０分」に、

「１１月１日から翌年３月３１日」を「９月１日から翌年６月３０日」に、「午後５時

３０分」を「午後６時３０分」に改め、同項の入庫できる時間の欄中「午後５時３０

分」を「午後７時３０分」に、「午後４時３０分」を「午後５時３０分」に改め、同項

の次に次のように加える。 

熊本市営

熊本城桜

の馬場バ

ス駐車場 

１月１日か

ら１２月３１

日まで 

全供用日 午前０時か

ら午後１２

時まで 

午前６時か

ら午後１１

時３０分ま

で 

午前６時か

ら午後１１

時３０分ま

で 

 別表第１熊本市営熊本城桜の馬場バス駐車場及び桜の馬場観光交流施設駐車場の項

中「１２月２８日」を「１２月３１日」に改め、同項を同表桜の馬場観光交流施設駐

車場の項とする。 

別表第２の１の項の表中 
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「                 「 

700 円 200 円 

を 

1,200 円 400 円 

に改める。 
200 円 100 円 400 円 200 円 

            」                 」 

 

附 則 

  この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

 

 （提出理由） 

本市が設置する一部の路外駐車場の供用日及び供用時間の変更並びに使用料の

改定をするため、所要の改正を行う必要がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 
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議   第  ３８３  号   

令和 ７ 年１１月２８日提出   

 

   指定管理者の指定について 

 

 指定管理者を次のように指定する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

１ 施設の名称  (1) 熊本市職業訓練センター 

(2) 熊本市事業内高等職業訓練校 

２ 指定管理者  熊本市職業訓練施設管理共同企業体 

         代表者 熊本市西区花園７丁目１９番１０号 

             職業訓練法人 熊本市職業訓練センター 

             会長 工藤 光明 

              

             熊本市中央区南熊本３丁目８番１６号 

             職業訓練法人 熊本市職業訓練協会 

             会長 古﨑 正敏 

３ 指 定 期 間  自 令和８年４月１日 

         至 令和１３年３月３１日 

 

（提出理由） 

  熊本市職業訓練施設の指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４４条の２第６項の規定に基づき、市議会の議決を求める必要があ

る。 

  これが、この議案を提出する理由である。 

- 79 -



議   第  ３８４  号   

令和 ７ 年１１月２８日提出   

 

   指定管理者の指定について 

 

 指定管理者を次のように指定する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

  

１ 施設の名称  熊本市植木地域農産物の駅 

２ 指定管理者  熊本市北区植木町植木５５５番地 

         有限会社 三河屋スーパー 

         代表取締役 緒続 勝 

３ 指 定 期 間  自 令和８年４月１日 

         至 令和１３年３月３１日 

 

（提出理由） 

  熊本市植木地域農産物の駅の指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定に基づき、市議会の議決を求める必

要がある。 

  これが、この議案を提出する理由である。 
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報   第   ４０   号   

令和 ７ 年１１月２８日提出   

 

   中小企業の振興に関する施策の実施状況並びに熊本市中小企業活性化会 

議における審議の経過及び結果について 

 

熊本市中小企業・小規模企業振興基本条例（平成２４年条例第１２８号）の規定に

基づき、令和６年度及び令和７年度の中小企業の振興に関する施策の実施状況並びに

熊本市中小企業活性化会議における審議の経過及び結果について、別紙のとおり報告

する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

（提出理由） 

令和６年度及び令和７年度の中小企業の振興に関する施策の実施状況並びに熊本

市中小企業活性化会議における審議の経過及び結果について、熊本市中小企業・小

規模企業振興基本条例第１２条の規定に基づき、市議会に報告するものである。 
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別紙 

 

 

 

 

 

中小企業の振興に関する施策の実施状況

並びに熊本市中小企業活性化会議におけ

る審議の経過及び結果（報告） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年度 

熊本市 
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第１ 中小企業の振興に関する施策の実施状況 

 

 １ 創業・事業承継の促進 

令和６年度決算額：１７２，６２７千円 

令和７年度予算額：２２８，５８５千円 

  (1) 創業・スタートアップ等への支援 

   令和６年度決算額：１４４，８４３千円 

   令和７年度予算額：１６５，５８５千円 

１ 事業名 成長産業創出支援事業 

前年度決算額 １５，２３２千円 ・ 今年度予算額 １６，１５２千円 

内容 中小企業者等が実施する新製品・新技術の研究開発に必要な経費の一

部を助成するほか、産学連携コーディネーターを配置し、大学等研究

機関の研究シーズと地場企業の事業化ニーズのマッチングを実施する。 

結果 ・助成件数：４件（うち１件は小規模企業重点枠） 

・産学官連携支援等によるマッチング件数：３９件 

・新製品開発支援による製品化・事業化件数：９件 

備考 「２ 新たな事業活動の促進」、「３ 経営基盤の強化の促進」及び「５ 

小規模企業の振興」で再掲 

２ 事業名 創業者チャレンジ支援・育成事業 

前年度決算額 １０，２６９千円 ・ 今年度予算額 ９，０００千円 

内容 創業者等に対し、創業や新規事業へ挑戦する際に必要となる経費の一

部助成や資金調達支援を行うとともに、高校生・大学生向け起業スク

ールを開催する。 

結果 ・創業者チャレンジ支援補助 補助件数：１５件 

・大学生・専門学生向け起業スクールの開催 参加者数：２３人 

備考  

３ 事業名 くまもと森都心プラザ管理運営経費（うちビジネス支援施設分） 

前年度決算額 ６６，１３３千円 ・ 今年度予算額 ６６，１３３千円 

内容 ビジネス支援施設「ＸＯＳＳ ＰＯＩＮＴ．（クロスポイント）」にお
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いて、経営相談や創業支援のほか、先輩起業家等のメンターによるメ

ンタリングや様々な支援プログラムを実施することで、市域内の関係

者コミュニティの形成や起業機運の醸成を通じた次代の熊本の産業

の担い手となるスタートアップ等の支援を実施する。 

結果 ・創業支援室使用者数：６人 

・経営・融資等相談件数：１，３４１件 

・専門家派遣件数：４０件 

・中小企業研修の実施回数：１８回 

備考  

４ 事業名 地域スタートアップ等支援事業 

前年度決算額 ４５，２２３千円 ・ 今年度予算額 ６４，３００千円 

内容 成長が期待される市域内のスタートアップ等に対し、ビジネスプラン

の壁打ちやメンタリング、資金調達・業務提携の支援などを通じた伴

走的なサポートを実施するほか、スタートアップ都市づくりに取り組

む先進自治体と連携した取組を行う。 

結果 ・事業マッチング件数：１４８件 

備考  

５ 事業名 大学連携型起業家支援経費 

前年度決算額 ７，９８６千円 ・ 今年度予算額 １０，０００千円 

内容 大学等と連携した起業や新分野進出を促進するため、独立行政法人中

小企業基盤整備機構が整備した「くまもと大学連携インキュベータ」

の入居者に対して最長５年の賃料補助を行う。 

結果 ・補助件数：１３件（１３社） 

備考  

  (2) 事業承継支援 

   令和６年度決算額：２７，７８４千円 

   令和７年度予算額：６３，０００千円 

１ 事業名 事業承継・引継ぎ支援事業 

前年度決算額 ２，０７１千円 ・ 今年度予算額 ７，４００千円 
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内容 本市の中小企業者に対する事業承継等を推進するためのセミナーの

開催、後継者に対する既存の経営資源を活かした新規事業開発の支援

等を行う。 

結果 ・経営者向けセミナーの開催 参加者数：３７人 

・後継者向けセミナーの開催 参加者数：３４人 

備考  

２ 事業名 中小企業金融対策事業 

前年度決算額 ２５，７０６千円 ・ 今年度予算額 ５４，９００千円 

内容 中小企業向け制度融資に係る信用保証料の助成や損失補償を行う。 

結果 ・補助件数 

  信用保証料補給：３３６件 

損失補償金：２６件 

備考 「３ 経営基盤の強化の促進」で再掲 

３ 事業名 利子補給金 

前年度決算額 ７千円 ・ 今年度予算額 ７００千円 

内容 事業承継等に係る中小企業者の資金調達の円滑化を図るため、本市の

融資制度を利用した中小企業者に対して利子の一部又は全部を補給

する。 

結果 ・補助件数：１件 

備考 「３ 経営基盤の強化の促進」で再掲 

 

２ 新たな事業活動の促進 

令和６年度決算額：１，２６７，８１４千円 

令和７年度予算額：１，６５２，７３４千円 

  (1) 技術革新、新製品・新サービス開発等支援 

   令和６年度決算額：８０４，３９１千円 

   令和７年度予算額：１，１２５，９４２千円 

１ 事業名 中小企業等ＤＸアクセラレーション事業 

前年度決算額 ２０，０００千円 ・ 今年度予算額 ２４，０００千円 
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内容 市内中小企業者のＤＸを推進するための伴走型支援やＤＸ環境整備

費の助成を行う。 

結果 ・伴走支援件数：１２件 

・成果報告会参加者数：１３７人（１１９社） 

備考 「３ 経営基盤の強化の促進」で再掲 

２ 事業名 企業立地促進事業 

前年度決算額 ７４８，２２３千円 

今年度予算額 １，０４１，９００千円 

内容 本市の優れた投資環境や補助制度を広く国内外にＰＲし、企業立地を

促進させることで、市民の雇用機会の増大、地域経済の更なる活性化

を図る。 

結果 ・立地企業件数：１７件 

・熊本市企業立地促進条例に基づく助成件数：２７件 

備考  

３ 事業名 首都圏企業誘致活動経費 

前年度決算額 １，９０１千円 ・ 今年度予算額 ２，１９０千円 

内容 首都圏等の企業の誘致を促進するため、企業訪問や展示会への出展

等、企業誘致活動を展開する。 

結果 ・首都圏企業等への訪問・誘致活動の実施 

・企業誘致アドバイザーとの意見交換による企業情報の収集 

・Ｉｎｔｅｒ ＢＥＥ ２０２４への出展 

備考  

４ 事業名 半導体関連企業誘致強化事業 

前年度決算額 １１，０３８千円 ・ 今年度予算額 ２８，７００千円 

内容 台湾で開催される半導体関連の展示会への参加やＰＲを行う等、国内

外の半導体関連企業に対する誘致活動を行う。 

結果 ・セミコン台湾２０２４に県と共同で出展するとともに半導体関連

企業を訪問 

・台湾にて企業誘致セミナーを開催し、本市の投資環境等についてＰ
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Ｒを実施 参加企業数：５２社 参加者数：６９人 

備考  

５ 事業名 デジタルコンテンツ誘致強化事業 

前年度決算額 ７，９９７千円 ・ 今年度予算額 ８，０００千円 

内容 首都圏等のゲーム・アニメ・映像制作等を行う企業の誘致を目的とし

て、地方進出意欲のある企業の発掘や視察ツアー等を行う。 

結果 ・熊本市視察ツアーの開催（首都圏企業８社参加） 

・熊本の専門学校の協力による学内企業説明会の開催 

・誘致企業交流会の開催 

・本事業を介した立地企業件数：１件 

備考  

６ 事業名 成長産業創出支援事業 

前年度決算額 １５，２３２千円 ・ 今年度予算額 １６，１５２千円 

内容 中小企業者等が実施する新製品・新技術の研究開発に必要な経費の一

部を助成するほか、産学連携コーディネーターを配置し、大学等研究

機関の研究シーズと地場企業の事業化ニーズのマッチングを実施する。 

結果 ・助成件数：４件（うち１件は小規模企業重点枠） 

・産学官連携支援等によるマッチング件数：３９件 

・新製品開発支援による製品化・事業化件数：９件 

備考 「１ 創業・事業承継の促進」で掲載分（再掲）。「３ 経営基盤の強

化の促進」及び「５ 小規模企業の振興」で再掲。 

７ 事業名 立地企業支援事業 

今年度予算額 ５，０００千円 

内容 本市へ進出した企業に対し、ビジネスマッチングや人材獲得等の支援

を実施する。 

備考 令和７年度新規事業 

  (2) 販路開拓・消費拡大支援 

   令和６年度決算額：４６３，４２３千円 

   令和７年度予算額：５２６，７９２千円 
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１ 事業名 地場企業振興事業 

前年度決算額 ７９２千円 ・ 今年度予算額 ５７０千円 

内容 本市の中小企業者の販路開拓・販路拡大を支援するため、物産振興関

係機関に対して負担金を交付する。 

結果 ・熊本県物産振興協会に対する負担金の交付 

  負担金交付額：３００千円 

・熊本市物産振興協会に対する負担金の交付 

  負担金交付額：２７０千円 

備考  

２ 事業名 物産品等販路開拓支援事業 

前年度決算額 １３，７０６千円 ・ 今年度予算額 ７，５００千円 

内容 本市の中小企業者等の販路開拓のため、商談機会やＥＣスキル習得の

場を提供するとともに、中小企業者等の商談会等出展の取組に対し

て、必要な経費の一部を助成する。 

結果 ・地方銀行フードセレクション２０２４への出展 

参加企業数：１０社 商談件数：３８９件 

・ＥＣセミナーへの参加企業数：６９社 

・商談会等への出展経費補助件数：２５件 

備考  

３ 事業名 経済国際化促進経費 

前年度決算額 ４，８０６千円 ・ 今年度予算額 ５，０５２千円 

内容 本市経済の国際化に寄与することを目的として、貿易相談、海外情報

の収集・提供等を行う貿易関係機関に対して負担金を交付する。 

結果 ・日本貿易振興機構熊本貿易情報センターに対する負担金の交付 

負担金交付額：２，８２１千円 

・熊本県貿易協会に対する負担金の交付   

負担金交付額：１，３１４千円 

・九州経済国際化推進機構に対する負担金の交付   

負担金交付額：６００千円 
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備考  

４ 事業名 熊本港利用促進経費 

前年度決算額 ８７，３０６千円 ・ 今年度予算額 １３１，８７０千円 

内容 本市及び熊本都市圏に所在する企業等の物流の利便性を向上させ、事

業活動の促進を図るため、国際コンテナ取扱いに対する助成を行う。

また、県内の荷主等に対する熊本港利用の働きかけ等を行う熊本港ポ

ートセールス協議会に対して負担金を交付する。 

結果 ・熊本港の国際コンテナ取扱いに対する助成金の交付 

助成金を交付したコンテナ数量：８，５１９ＴＥＵ 

・熊本港ポートセールス協議会に対する負担金の交付 

負担金交付額：１，８００千円 

備考  

５ 事業名 インバウンド誘客対策経費 

前年度決算額 ２９，６０６千円 ・ 今年度予算額 １１，０００千円 

内容 西日本・九州の主要都市等と連携し、外国人観光客をターゲットとし

た誘客プロモーションを行う。 

結果 ・台湾及びタイの旅行会社へＦＡＭツアー及びセールスコールを実

施 

・熊本県との共同作成動画を活用し、米国に向けてプロモーションを

実施 

・欧米豪向けの記事コンテンツの制作 

備考  

６ 事業名 観光戦略経費 

前年度決算額 ９８，６１９千円 ・ 今年度予算額 １２５，２００千円 

内容 観光ＷＥＢサイトや観光案内所の運営、一般財団法人熊本国際観光コ

ンベンション協会が実施する観光客誘致事業への補助等を行う。 

結果 ・ＷＥＢサイトを活用した本市の魅力発信 

・熊本駅総合観光案内所及び桜の馬場城彩苑総合観光案内所におけ

る積極的な情報発信 
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・「熊本城おもてなし武将隊」や「ひごまる」を活用したおもてなし

や本市のＰＲ 

・一般財団法人熊本国際観光コンベンション協会の観光客誘致事業

への補助を実施 

備考  

７ 事業名 観光誘客促進事業 

前年度決算額 １１，３８６千円 ・ 今年度予算額 １０，０００千円 

内容 主に国内の観光客をターゲットとして、ＳＮＳやＷＥＢ広告等を活用

したプロモーションを行う。 

結果 ・直行便が期間就航している静岡に対するプロモーションの展開 

・熊本城を含む様々な観光資源を活用したプロモーションの実施 

備考  

８ 事業名 観光客受入環境整備経費 

前年度決算額 ２１，４０８千円 ・ 今年度予算額 ３１，０００千円 

内容 外国人観光客の多様な食文化や受け入れへの理解を得るためのセミ

ナーの開催や熊本市電及び「しろめぐりん」におけるＷｉ－Ｆｉ環境

の提供、観光案内標識の改修など、観光客の受入環境整備を行う。 

結果 ・熊本市地域通訳案内士新規登録者数：２７名（英語１５名・中国語

１２名） 

・観光案内標識、サイン等の老朽化に伴う補修・改修：７か所 

・熊本城周遊バス「しろめぐりん」５台及び市電４３編成のＷｉ－  

Ｆｉ環境の提供及び運営を実施 

備考  

９ 事業名 台湾誘客経費 

前年度決算額 １１，５０１千円 ・ 今年度予算額 ８，０００千円 

内容 県や県内自治体と連携した台湾現地旅行博への出展やＳＮＳを活用

した情報発信を行う。 

結果 ・２０２４高雄市旅行公會國際旅展（ＫＴＦ２０２４）出展 

来場者数：２９４，６０２人 
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・台北国際旅行博（ＩＴＦ２０２４）出展 

  来場者数：３６４，５６３人 

・高雄ランタンフェスティバル出展 

  来場者数：延べ１５，０００，０００人以上 

・Ｉｎｓｔａｇｒａｍ（熊本市官方旅遊推廣【ｏｆｆｉｃｉａｌ】）

を活用した情報発信 

  フォロワー数：９，４１４人（令和７年３月末日） 

備考  

１０ 事業名 観光戦略推進経費 

前年度決算額 １３，０８１千円 ・ 今年度予算額 ９，４００千円 

内容 「熊本市観光マーケティング戦略」に基づく各種取組の評価・検証な

どのための市場調査や施策の検討等を行う。 

結果 ・人流データを活用した観光客の動態把握などのマーケットリサー

チを実施 

・熊本市観光振興推進協議会の開催 開催回数：３回 

備考  

１１ 事業名 ナイトタイムエコノミー推進事業 

前年度決算額 ４３，４８２千円 ・ 今年度予算額 ４３，５００千円 

内容 熊本城など本市ならではの施設や地域等において、灯りのイベントを

実施するなど夜間景観の魅力拡大に向けた取組を行う。 

結果 ・夜間景観魅力拡大事業 熊本城夜間入園者数：２８，９０４人 

・観光コンテンツ造成等事業 ツアー参加者数：６３人 

備考  

１２ 事業名 ＭＩＣＥ誘致戦略事業 

前年度決算額 ８０，７９４千円 ・ 今年度予算額 ９７，６００千円 

内容 ＭＩＣＥ誘致活動、コンベンション主催者への助成等を行う。 

結果 ・ＭＩＣＥ誘致活動件数：６４４件 

・令和６年（暦年）コンベンション開催件数：３４４件 

備考  
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１３ 事業名 ＥＣサイトにおける生産者の個別支援事業 

前年度決算額 ３，９２３千円 ・ 今年度予算額 ２，０００千円 

内容 ＥＣサイトにおける農水産物の販売において、更なる収益拡大を図る

ため専門家による個別サポートを行う。 

結果 ・サポート件数：延べ５３件 

備考  

１４ 事業名 地産地消事業 

前年度決算額 ５，３００千円 ・ 今年度予算額 ３，０００千円 

内容 対面式で農水産物等を販売する地産地消フェアを開催する。 

結果 ・対面式での農水産物販売フェアを開催 

来場者数：１４，９３３人 

備考  

１５ 事業名 国内における食の魅力発信事業 

今年度予算額 １５，１００千円 

内容 大消費地への販路拡大を支援するため、民間企業や農漁業者等と連携

した農水産物や加工品のプロモーション及びマッチング等を行う。 

備考 令和７年度から１８の「食の販路拡大事業」から一部の事業を分割 

１６ 事業名 観光資源魅力創出事業 

今年度予算額 １０，０００千円 

内容 水資源のブランド化による観光資源の魅力創出や熊本ゆかりの人物

にスポットを当てたプロモーションを行う。 

備考 令和７年度新規事業 

１７ 事業名 半導体関連企業の熊本進出を契機とした海外への食の魅力発信事業 

今年度予算額 １６，０００千円 

内容 半導体関連企業の熊本進出を契機とし、海外への販路拡大を支援する

ため、農漁業者や民間企業、公的機関等と連携して熊本の農水産物及

び加工品のプロモーション活動等を行う。 

備考 令和７年度新規事業。令和７年度から１８の「食の販路拡大事業」か

ら一部の事業を分割。 
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１８ 事業名 食の販路拡大事業 

前年度決算額 ３７，７１３千円  

内容 国内外への販路拡大を支援するため、民間企業や農漁業者等との連携

による農水産物や加工品のプロモーション活動及びオンラインを活

用したセミナーやマッチングを行う。 

結果 ・首都圏に期間限定のアンテナショップを開設 

店舗数：１５店舗  

・生産者や加工業者とバイヤーとのマッチング会やセミナーを開催 

・県内の農漁業者・加工品製造業者からの海外輸出に関する質問・相 

談を受け付ける総合支援窓口を運営 

・海外販路拡大事業において、台湾、米国、香港等で熊本フェアを開催 

  売上額：７９，２３０千円 

備考 令和７年度から１５の「国内における食の魅力発信事業」及び１７の

「半導体関連企業の熊本進出を契機とした海外への食の魅力発信事

業」へ事業を分割したため、令和６年度限りで終了 

 

３ 経営基盤の強化の促進  

令和６年度決算額：１，１０９，１６６千円 

令和７年度予算額：１，８８６，６０５千円 

  (1) 人材の確保及び育成 

   令和６年度決算額：２３１，０８５千円 

   令和７年度予算額：１７７，６８２千円 

１ 事業名 特定求職者雇用対策経費 

前年度決算額 １，９６８千円 ・ 今年度予算額 ２，４００千円 

内容 障がい者をはじめとする特定求職者の雇用促進を図るため、市内在住

の対象者を継続して雇用した市内の事業所に対して、雇用奨励金を交

付する。 

結果 ・補助件数：８０件（障がい者：５０件、母子家庭の母等：１１件、

高齢者：１９件） 
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備考  

２ 事業名 外国人材雇用推進事業 

前年度決算額 ２，３９９千円 ・ 今年度予算額 ２，４００千円 

内容 地場企業における人材不足の解消及びグローバル化を推進するため、

外国人労働者の日本語習得等の支援を実施する。 

結果 ・ＪＬＰＴ対策講座 受講者：１４９人 

・ビジネスマナー等講座 受講者：３３人 

備考  

３ 事業名 技能向上支援事業 

前年度決算額 ５，９０３千円 ・ 今年度予算額 ２，７００千円 

内容 人手不足の解消を図るため、認定職業訓練校への補助や職業訓練受講

料への助成を通じて産業人材を育成する。 

結果 ・リスキリング支援 ｅラーニング受講者：２００人 

・認定職業訓練実施に対する補助金の交付 補助件数：４件 

・職業訓練受講料助成 助成件数：１３件 

備考  

４ 事業名 職業訓練センター管理運営経費 

前年度決算額 ２４，０３２千円 ・ 今年度予算額 ２３，８６０千円 

内容 求職者や失業者を対象とした職業訓練や、中小企業で働く労働者を対

象とした各種職業能力開発訓練等を行う職業訓練センターの管理運

営を指定管理者により実施する。 

結果 ・利用者数：延べ３０，２０６人 

備考  

５ 事業名 雇用福祉一般行政経費 

前年度決算額 ５９６千円 ・ 今年度予算額 ７３２千円 

内容 技能者の地位及び技術水準の向上を図るため、本市産業の発展に尽く

した優秀技能功労者、優秀青年技能者及び優秀技能者の表彰を行う。 

結果 ・優秀技能功労者表彰者数：１５人 

・優秀青年技能者表彰者数：１１人 
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・優秀技能特別表彰者数：３人 

備考  

６ 事業名 多様な人材の活躍促進事業 

前年度決算額 ２，４９７千円 ・ 今年度予算額 ５，５００千円 

内容 テレワークやアウトソーシングに係るセミナーを通じた多様な人材

の活躍の促進を図る。また、リスキリングに関する講座をｅラーニン

グで学習し、企業での活躍や就業を支援する。 

結果 ・多様な人材の活躍促進に係るセミナー開催 

在宅ワークセミナー 参加者数：１００人 

企業向けセミナー 参加者数：７人 

備考  

７ 事業名 高校生の就職支援事業 

前年度決算額 ３５６千円 ・ 今年度予算額 ３９０千円 

内容 若年層の地元定着促進を目的に､高等学校と地場企業との意見交換会

等を開催する｡ 

結果 ・高等学校と企業との意見交換会  

参加高校：５０校（教諭：７４人） 参加企業：６５社 

・高校生のための就職フェア  

参加高校：２４校（生徒：３９人） 参加企業：５７社 

備考  

８ 事業名 合同就職説明会開催経費 

前年度決算額 ２７，８３３千円 ・ 今年度予算額 １８，０００千円 

内容 雇用の安定と経済活性化を図るため、人材を必要とする企業と求職者

とのマッチングの場として、合同就職説明会を開催する。 

結果 ・合同就職説明会 

実施回数：５回 求人企業数：２５３社 

参加者数：１，２１２人 就職内定者数：６０人 

・移住ツアー参加者数：３８人 

備考  
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９ 事業名 地場企業インターンシップ促進事業 

前年度決算額 ３０，５８６千円 ・ 今年度予算額 １６，０００千円 

内容 将来を担う人材を獲得するため、地場企業と大学生等とのインターン

シップマッチング会等を開催する。 

結果 ・インターンシップ 

参加学生数：１４４人 参加企業数：５６社 

・意見交換会 

参加学生数：５１５人 参加企業数：８９社 

備考  

１０ 事業名 しごと学びＷＥＢライブ事業 

前年度決算額 １１，９９９千円 ・ 今年度予算額 １０，０００千円 

内容 小中学校とスタジオをオンラインで結び、社会構造・経済構造を学ぶ

テーマで複数の地元企業が小中学生に対して、「仕事」がユーザーに

届く過程を説明する授業を実施することで、地元企業の認知度向上を

図り、若年者の県外流出の抑制と将来的な人材還流及び人材定着を図

る。 

結果 ・実施回数：１２回 参加学校数：５０校 

備考  

１１ 事業名 ＵＩＪターン移住促進雇用対策事業 

前年度決算額 ２７，７３１千円 ・ 今年度予算額 ３９，９００千円 

内容 公式移住情報サイトを改修し、本市のプロモーションを推進するとと

もに、就職等に関する的確な情報提供・相談体制を整えたＵＩＪター

ンサポートデスクを運営することで、ＵＩＪターン就職の促進と人材

の確保を図る。 

結果 ・移住促進施策を通じて移住した人数：２９３人 

備考  

１２ 事業名 連携中枢都市移住支援事業 

前年度決算額 ３，００４千円 ・ 今年度予算額 ３，２００千円 

内容 広報相乗効果及び経費削減効果を図るため、連携中枢都市圏が連携し
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て移住促進プロモーションを行う。 

結果 ・東京で行われたふるさと回帰フェア等において連携都市の広報を

実施 

備考  

１３ 事業名 地方創生移住支援事業 

前年度決算額 ８６，６００千円 ・ 今年度予算額 ４４，４００千円 

内容 東京一極集中の是正及び地方の担い手不足対策のための国の新しい

地方経済・生活環境創生交付金を活用して、東京２３区から本市へ移

住し、熊本県が選定した中小企業等に就業した者又は熊本県の起業支

援金事業において認定された者等に対し、移住支援金を支給する。 

結果 ・支給件数：５７件 

備考  

１４ 事業名 転居費等支援経費 

前年度決算額 ４，５９１千円 ・ 今年度予算額 ８，２００千円 

内容 本市への移住促進及び労働力人口の増加を目的として、県外から本市

への移住に伴う転居費に対する助成を実施する。 

結果 ・交付件数：５５件 

備考  

１５ 事業名 青少年地元定着促進事業 

前年度決算額 ９９０千円 

内容 高校生を対象とした地場企業等を知るための地域課題解決型パンフ

レットの作成を行う。 

結果 ・自治体探求ブック作成 ２，０００部 

備考 令和６年度限りで終了 

(2) 生産性向上支援 

   令和６年度決算額：３５，２３２千円 

   令和７年度予算額：４０，１５２千円 

１ 事業名 中小企業等ＤＸアクセラレーション事業 

前年度決算額 ２０，０００千円 ・ 今年度予算額 ２４，０００千円 
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内容 市内中小企業者のＤＸを推進するための伴走型支援やＤＸ環境整備

費の助成を行う。 

結果 ・伴走支援件数：１２件 

・成果報告会参加者数：１３７人（１１９社） 

備考 「２ 新たな事業活動の促進」で掲載分（再掲） 

２ 事業名 先端設備等導入計画の認定 

内容 中小企業等経営強化法に基づき、市内中小企業者が設備投資を通じて

労働生産性の向上を図るための計画を認定する。 

結果 ・新規認定件数：２６件（うち賃上げ有１３件） 

・変更認定件数：１７件（うち賃上げ有９件） 

備考  

３ 事業名 成長産業創出支援事業 

前年度決算額 １５，２３２千円 ・ 今年度予算額 １６，１５２千円 

内容 中小企業者等が実施する新製品・新技術の研究開発に必要な経費の一

部を助成するほか、産学連携コーディネーターを配置し、大学等研究

機関の研究シーズと地場企業の事業化ニーズのマッチングを実施する。 

結果 ・助成件数：４件（うち１件は小規模企業重点枠） 

・産学官連携支援等によるマッチング件数：３９件 

・新製品開発支援による製品化・事業化件数：９件 

備考 「１ 創業・事業承継の促進」及び「２ 新たな事業活動の促進」で

掲載分（再掲）。「５ 小規模企業の振興」で再掲。 

(3) 事業継続・経営安定のための支援 

   令和６年度決算額：７９０，２７３千円 

   令和７年度予算額：１，６０３，６７１千円 

１ 事業名 経済関連データ調査等事業 

前年度決算額 ２，９３１千円 ・ 今年度予算額 ２，８００千円 

内容 市内景況などの基礎データ、施策立案に向けた経済的影響等の調査を

実施する。 

結果 ・市内総生産額の推計：１２回 
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・企業業況判断分析：４回 

備考  

２ 事業名 中小企業研修派遣助成経費 

前年度決算額 ３９８千円 ・ 今年度予算額 ６００千円 

内容 中小企業の人材育成を支援するため、本市の中小企業者の従業員が中

小企業大学校等の市外公的機関で行われる専門的・体系的な研修を受

講する際にかかる受講料の半額を補助する。 

結果 ・受講者数：３７人（２２社） 

備考  

３ 事業名 ＬＰガス価格高騰対策緊急支援事業 

前年度決算額 ６４３，３２９千円  

今年度予算額 １，４９３，０００千円 

内容 エネルギー価格高騰の影響による経済的負担を受けている方を支援

するため、ＬＰガスを利用している契約者を対象に支援金の給付を行

う。 

結果 ・給付件数：１２０,２６３件 

備考  

４ 事業名 ＢＣＰ策定支援 

内容 本市の中小企業者に対して、ＢＣＰに関する認知度の向上・普及啓発

を図る。 

結果 ・ワークショップを熊本商工会議所等と連携して開催 

１回目（１２月６日、１３日） 参加企業数：１７社 

２回目（２月５日、１２日） 参加企業数：４社 

備考  

５ 事業名 中小企業金融対策事業 

前年度決算額 ２５，７０６千円 ・ 今年度予算額 ５４，９００千円 

内容 中小企業向け制度融資に係る信用保証料の助成や損失補償を行う。 

結果 ・補助件数 

信用保証料補給：３３６件 
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損失補償金：２６件 

備考 「１ 創業・事業承継の促進」で掲載分（再掲） 

６ 事業名 利子補給金 

前年度決算額 ７千円 ・ 今年度予算額 ７００千円 

内容 事業承継等に係る中小企業者の資金調達の円滑化を図るため、本市の

融資制度を利用した中小企業者に対して利子の一部又は全部を補給

する。 

結果 ・補助件数：１件 

備考 「１ 創業・事業承継の促進」で掲載分（再掲） 

７ 事業名 新型コロナウイルス対応融資利子補給事業 

前年度決算額 ６８，３９０千円 ・ 今年度予算額 ２，０００千円 

内容 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた中小企業者の資金繰りの

円滑化を図るため、熊本県の「金融円滑化特別資金」の借入に対し、

利子補給を行う。 

結果 ・補助件数：１，０６０件 

備考  

８ 事業名 中小企業団体等助成経費 

前年度決算額 ４９，５１２千円 ・ 今年度予算額 ４９，６７１千円 

内容 中小企業者の経営を支援するため、熊本商工会議所、各商工会、熊本

県中小企業団体中央会等が行う中小企業者の経営革新や技術改善の

ための事業に対して補助を行う。 

結果 ・助成件数：１２件 

備考  

(4) 商店街の振興 

   令和６年度決算額：５２，５７６千円 

   令和７年度予算額：６５，１００千円 

１ 事業名 商店街魅力向上総合事業（経常） 

前年度決算額 １２，７７７千円 ・ 今年度予算額 １５，９００千円 

内容 商店街における官民一体となったイベント等の開催、商店街団体が実
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施する環境整備事業に対する助成、中心市街地活性化協議会への支援

等を行う。 

結果 ・負担金：２件 支出合計額：８，４４０千円 

・商店街共同施設電気料助成件数：５０件 

・商店街通行量調査：１回 

備考  

２ 事業名 商店街魅力向上総合事業（政策） 

前年度決算額 ２２，５８１千円 ・ 今年度予算額 ２９，２００千円 

内容 商店街団体等が実施する活性化のためのイベント事業や研修事業、共

同施設設置事業等に対して助成を行う。 

結果 ・助成件数：２８件 助成金額：２２，５８１千円 

備考  

３ 事業名 商店街地域資源活用事業 

前年度決算額 １７，２１８千円 ・ 今年度予算額 ２０，０００千円 

内容 交流人口の拡大を図るため、商店街への集客や回遊性向上策の実施、

専門家派遣による課題解決支援、商店街エリアの空き店舗利活用に係

る経費の補助等を行う。 

結果 ・交流人口拡大支援事業費補助金 

  補助件数：１４件 補助金額：３，２２９千円 

・商店街出店支援事業費補助金 

  補助件数：６件 補助金額：５，０００千円 

備考  

 

４ 受注機会の増大   

(1) 受注機会の増大に向けた支援 

 ア 計画的な発注 

(ｱ) 四半期ごとに予定価格３００万円（修理においては２００万円）を超え

る物品購入（修理）の予定について、市役所内各課（室）へ照会を行い、

計画的な発注に努めるとともに、年度末に行う翌年度分の物品購入（修理）
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予定の照会結果について、予定価格１,０００万円以上の案件を電子入札シ

ステムホームページにて公表することで受注機会の増大を図る。 

(ｲ) 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律により規定され

ている発注見通しについて公表し、内容に変更が生じた場合は、毎月、追

加・修正を行っている。より詳細な情報をホームページで随時公表するこ

とにより、業者の受注機会の拡大及び計画的な発注に努める。 

イ 適正な予定価格の設定 

(ｱ) 予定価格の設定に際しては、市場における労務費及び資材等の取引価

格、施工の実態等を的確に反映した積算を実施する。 

(ｲ) 積算基準が明確でない発注案件については、実勢価格を調査するほか

業者から参考見積りを徴取するなどして、適正な予定価格の設定を行う。 

ウ 地場企業優遇の評価項目の設定 

(ｱ) 総合評価（担い手育成タイプ）において、評価項目の中で「一次下請業

者を全て地場企業とする」又は「元請業者（地場企業）が全て自社施工す

る」場合に加点を行う項目を設定する。 

エ 総合評価方式の運用等による地場企業の育成 

(ｱ) 総合評価（担い手育成タイプ）において、評価項目の中で「一次下請業

者を全て地場企業とする」又は「元請業者（地場企業）が全て自社施工す

る」場合に加点を行う項目を設定する。 

オ 地場企業への優先発注 

(ｱ) 条件付一般競争入札で行う場合（ＷＴＯ協定に基づく特定調達契約の

対象となるものを除く。）には、原則として「本店又は営業所等の所在地が

市内にあること」を入札参加資格とする。 

(ｲ) 指名競争入札を行う場合には、「市内に本社を有する者」を優先的に指

名し、次に「市内に営業所等を有する者」、「市内に本社、営業所等を有し

ない者」の順に指名することとする。 

(ｳ) 公共工事の一般競争入札・指名競争入札において、特殊なもの又は高度

な技術力を要するものを除き、原則として「熊本市内に本店を有する者で

あること」を競争入札参加資格とする。 

カ 「国等の契約の基本方針に準じた措置の実施」の周知 
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(ｱ) 官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律（以下「官公需

法」という。）に基づき、国の施策に準じた取扱いを行うため、職員に対し、

「国等の契約の基本方針に準じた措置の実施」を周知し、中小企業者の受

注機会を増大させる。 

キ 小規模企業に配慮した小規模修繕の発注 

(ｱ) 本市が発注する施設の小規模な修繕（内容が軽易で、かつ、履行の確保

が容易であると認められる施設の修繕で１件の予定価格が３０万円以下

のもの）について、熊本市工事競争入札参加有資格業者名簿又は熊本市物

品関係競争入札（見積）参加資格者名簿に登録していない市内の中小企業

等からの小規模修繕契約希望者登録名簿への申請を受け付け、名簿を作成

することで、小規模企業への発注を推進する。 

ク 官公需法の規定に基づく契約実績の公表 

(ｱ) 官公需法の規定に基づき、本市の工事・役務・物件契約における中小企

業の受注状況を公表する。 

(ｲ) 令和６年度の契約状況  

契約全体に対する中小企業の受注率は、件数で８０．４パーセント（前

年度比０．６ポイントの低下）、金額で７１．４パーセント（前年度比   

０．２ポイントの上昇）であった。 

また、契約全体に対する市内中小企業の受注率は、件数で６５．８パー

セント（前年度比１．６ポイントの低下）、金額で５４．３パーセント（前

年度比６．２ポイントの低下）であった。 

その他詳細は、次表のとおりである。 
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本市の工事・役務・物件契約における中小企業の受注状況（令和６年度） 

 

熊本市内企業：熊本市内に本社がある企業 

熊本県内企業：熊本県内（熊本市を除く。）に本社がある企業 

工事・・・工事請負費 

役務・・・役務費、委託料、使用料及び賃借料、一般需用費のうち修繕費等 

物件・・・一般需用費（修繕費を除く。）、備品購入費等 

 

 

 

【全体】

割合 契約金額 割合

ア （千円） イ

(C1/A1) (D1) (D1/B1)

工  事 1,622 94.8% 52,494,905 78.9%

役務の給付 10,809 80.8% 36,522,048 63.5%

物件の納入 30,177 79.7% 5,171,681 65.6%

合計 42,608 80.4% 94,188,634 71.4%

【熊本市内企業受注分】

割合 契約金額 割合 割合 契約金額 割合 割合 契約金額 割合

オ （千円） カ キ （千円） ク ケ （千円） コ

(A2/A1) （B2） (B2/B1) (C2/A1) (D2) (D2/B1) (E2/E1) （F2） (F2/F1)

工  事 1,526 89.2% 44,911,557 67.5% 1,515 88.5% 44,760,429 67.3% 1,242 90.5% 36,160,440 70.9%

役務の給付 9,622 71.9% 23,324,747 40.6% 8,996 67.2% 22,567,982 39.2% 9,943 74.4% 17,025,282 47.8%

物件の納入 24,997 66.0% 5,071,590 64.3% 24,320 64.2% 4,242,454 53.8% 27,710 67.2% 5,044,597 65.3%

合計 36,145 68.2% 73,307,894 55.6% 34,831 65.8% 71,570,865 54.3% 38,895 69.5% 58,230,319 61.7%

【熊本県内企業受注分】（市内のぞく県内企業）

割合 契約金額 割合 割合 契約金額 割合 割合 契約金額 割合

ス （千円） セ ソ （千円） タ チ （千円） ツ

(A3/A1) （B3） (B3/B1) (C3/A1) (D3) (D3/B1) (E3/E1) （F3） (F3/F1)

工  事 17 1.0% 1,444,276 2.2% 16 0.9% 1,339,085 2.0% 11 0.8% 350,740 0.7%

役務の給付 471 3.5% 1,087,189 1.9% 459 3.4% 1,052,362 1.8% 567 4.2% 688,619 1.9%

物件の納入 2,677 7.1% 150,211 1.9% 2,676 7.1% 150,139 1.9% 2,999 7.3% 144,538 1.9%

合計 3,165 6.0% 2,681,676 2.0% 3,151 5.9% 2,541,586 1.9% 3,577 6.4% 1,183,897 1.3%

令和６年度 令和

熊
本
県
内
企
業
（

熊
本
市
を
除
く
）

区  分

    総額     総額

件数
（A3）

件数
(C3)

件数
（E3）

うち中小企業

令和６年度

熊
本
市
内
企
業

区  分

    総額     総額うち中小企業

令和

件数
（A2）

件数
(C2)

件数
（E2）

37,874 7,881,917 41,206 7,723,899

52,968 131,903,052 55,939 94,374,396

1,711 66,515,324 1,373 51,013,853

13,383 57,505,811 13,360 35,636,644

（千円） （千円）

（B1） （F1）

令和６年度

全
 
 
 
体

区  分

    総額     総額うち中小企業

 令和

件数
（A1）

契約金額
件数

（C1）
件数

（E1）

契約金額
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割合 契約金額 割合 契約金額

ウ （千円） エ （千円）

(G1/E1) (H1) (H1/F1) （D1-H1）

1,295 94.3% 38,319,341 75.1% 327 0.5 14,175,564 3.8

10,834 81.1% 23,471,319 65.9% △ 25 △ 0.3 13,050,729 △ 2.4

33,154 80.5% 5,419,818 70.2% △ 2,977 △ 0.8 △ 248,137 △ 4.6

45,283 81.0% 67,210,478 71.2% △ 2,675 △ 0.6 26,978,156 0.2

割合 契約金額 割合 契約金額 契約金額

サ （千円） シ （千円） （千円）

(G2/E1) (H2) (H2/F1) （D2-H2）

1,232 89.7% 36,027,861 70.6% 284 △ 1.3 8,751,117 △ 3.4 283 △ 1.2 8,732,568 △ 3.3

9,219 69.0% 16,545,047 46.4% △ 321 △ 2.5 6,299,465 △ 7.2 △ 223 △ 1.8 6,022,935 △ 7.2

27,249 66.1% 4,517,320 58.5% △ 2,713 △ 1.2 26,993 △ 1.0 △ 2,929 △ 1.9 △ 274,866 △ 4.7

37,700 67.4% 57,090,228 60.5% △ 2,750 △ 1.3 15,077,575 △ 6.1 △ 2,869 △ 1.6 14,480,637 △ 6.2

割合 契約金額 割合 契約金額 契約金額

テ （千円） ト （千円） （千円）

(G3/E1) (H3) (H3/F1) (B3-F3） （D3-H3）

10 0.7% 175,422 0.3% 6 0.2 1,093,536 1.5 6 0.2 1,163,663 1.7

561 4.2% 654,483 1.8% △ 96 △ 0.7 398,570 0.0 △ 102 △ 0.8 397,879 0.0

2,992 7.3% 144,337 1.9% △ 322 △ 0.2 5,673 0.0 △ 316 △ 0.2 5,802 0.0

3,563 6.4% 974,242 1.0% △ 412 △ 0.4 1,497,779 0.7 △ 412 △ 0.5 1,567,344 0.9

割合
（ｲ-ｴ）
ﾎﾟｲﾝﾄ

件数
（C1-G1）

割合
（ｱ-ｳ）
ﾎﾟｲﾝﾄ

うち中小企業

割合
（ｽｰﾁ）
ﾎﾟｲﾝﾄ

割合
(ｾｰﾂ）
ﾎﾟｲﾝﾄ

件数
(C3-G3）

５年度

５年度

５年度

割合
（ｿｰﾃ）
ﾎﾟｲﾝﾄ

割合
（ﾀｰﾄ）
ﾎﾟｲﾝﾄ

割合
（ｷ-ｻ）
ﾎﾟｲﾝﾄ

割合
（ｸ-ｼ）
ﾎﾟｲﾝﾄ

37,528,656

158,018

21,869,167

15,501,471

件数
（A2-E2）

割合
（ｵ-ｹ）
ﾎﾟｲﾝﾄ

割合
（ｶ-ｺ）
ﾎﾟｲﾝﾄ

件数
(C2-G2）

    総額

件数
(G3)

件数
（A3-E3）

うち中小企業

    総額うち中小企業 うち中小企業

件数
(G2)

△ 3,332

△ 2,971

338

23

（千円）
件数

（G1）
件数

契約金額

    総額うち中小企業 うち中小企業
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５ 小規模企業の振興   

令和６年度決算額：１５，４２６千円 

令和７年度予算額：１６，４３９千円 

  (1) 小規模企業の持続的な発展に向けた支援 

   令和６年度決算額：１５，４２６千円 

   令和７年度予算額：１６，４３９千円 

１ 事業名 一般管理等経費（うち中小企業活性化会議運営経費分） 

前年度決算額 １９４千円 ・ 今年度予算額 ２８７千円 

内容 熊本市中小企業・小規模企業振興基本条例に基づく中小企業振興に関

する施策等を審議するための熊本市中小企業活性化会議の運営等を

行う。 

結果 ・熊本市中小企業活性化会議の開催 

開催回数：２回 ※構成委員数：１６人 

備考 決算額及び予算額は、一般管理等経費のうち、熊本市中小企業活性化

会議にかかる分のみを記載 

２ 事業名 成長産業創出支援事業 

前年度決算額 １５，２３２千円 ・ 今年度予算額 １６，１５２千円 

内容 中小企業者等が実施する新製品・新技術の研究開発に必要な経費の一

部を助成するほか、産学連携コーディネーターを配置し、大学等研究

機関の研究シーズと地場企業の事業化ニーズのマッチングを実施する。 

結果 ・助成件数：４件（うち１件は小規模企業重点枠） 

・産学官連携支援等によるマッチング件数：３９件 

・新製品開発支援による製品化・事業化件数：９件 

備考 「１ 創業・事業承継の促進」、「２ 新たな事業活動の促進」及び「３

経営基盤の強化の促進」掲載分（再掲） 
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第２ 熊本市中小企業活性化会議における審議の経過及び結果 

 

１ 会議の経過 

(1) 令和７年度第１回熊本市中小企業活性化会議 

    開催日時：令和７年（２０２５年）７月２日（水曜日）午前１０時～午前   

１２時 

    場  所：熊本市議会棟２階 予算決算委員会室 

   審議内容：熊本市中小企業・小規模企業振興基本計画に基づく施策等につい

て 

  (2) 令和７年度第２回熊本市中小企業活性化会議 

    開催日時：令和７年（２０２５年）８月２０日（水曜日）午後１時１０分～

午後３時 

    場  所：熊本市役所本庁舎４階 モニター室  

    審議内容：第１回会議の意見等を踏まえた今後の方向性について 

 

２ 会議の結果  

(1) 中小企業の振興に関する施策について 

  会議において得られた中小企業振興施策に関する意見は、次のとおりである。 

ア 創業・事業承継の促進について 

(ｱ) スタートアップ支援について、基礎知識に関するセミナーの実施など

若者等への支援が必要である。 

(ｲ) スタートアップ支援について、スタートアップ企業と適切なメンター

やアドバイザーとのマッチング支援が必要である。 

(ｳ) 地域経済を発展させるために、全国のスタートアップ企業と県内事業

者の連携を促進する取組が必要である。 

(ｴ) 若者の起業を支援するためには、市のイベント開催だけでなく、他県や

海外のビジネスコンテストへの参加支援が必要である。 

(ｵ) 事業承継は、長い準備期間を要するため、長期的な伴走支援が必要であ

る。 

(ｶ) 第三者承継については、Ｍ＆Ａを悪用した承継などの社会問題を踏ま
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えた支援が必要である。 

(ｷ) Ｍ＆Ａの事業承継セミナーは、事業等を譲渡する経営者が参加しやす

いように事業拡大や承継など幅広いテーマを設定して実施する必要がある。 

イ 新たな事業活動の促進について 

(ｱ) 物産品等販路開拓について、展示会の出展費補助だけでなく、商談につ

なげる支援が必要である。  

(ｲ) 展示会や補助金に関する情報を事業者へ広く周知するため、情報発信

等の取組が必要である。  

(ｳ) ＩＴスキルを持つ人材の受入体制を整備するため、経営者がＩＴスキ

ルやＤＸについて理解を深めるための支援が必要である。  

(ｴ) ＤＸを推進するために、生成ＡＩの活用に関するセミナー開催等の施

策が必要である。  

(ｵ) 外国人観光客による熊本産品の継続的な購入を促進するために、ＥＣ

など海外からの購入が可能となる環境の整備に対する支援が必要である。  

(ｶ) 海外の販路開拓について、航空会社と連携し、物産パンフレットを配布

するなどの取組が必要である。 

(ｷ) 台湾だけでなく、アジア全体から外国人観光客を呼び込む取組が必要

である。 

(ｸ) 外国人観光客の受入環境を強化するために、公共交通機関における多

言語対応の充実が必要である。 

(ｹ) 国内の観光客に対して、文化資源を活用した観光コンテンツに関する

情報発信が必要である。 

(ｺ) 観光消費拡大のために、ＳＮＳを活用し、熊本の魅力について四季に応

じた発信をする取組が必要である。 

ウ 経営基盤の強化について 

(ｱ) 外国人材の定着を促進するために、外国人が安心して暮らすことがで

きる環境の整備に対する支援が必要である。 

(ｲ) 熊本の雇用情勢に寄与するためには、県外に進学した若者に熊本の魅

力を感じてもらうための取組が必要である。  

(ｳ) 優秀な人材の定着を促進するために、企業の魅力に係る情報の発信等
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の支援を進める必要がある。  

(ｴ) 人材を確保するために、低廉な生活コスト等に焦点を当てた情報発信

により、大都市等との差別化を図ることが必要である。 

(ｵ) 最低賃金の上昇による影響を受ける事業者に対して、融資を含めた支

援が必要である。  

エ その他の事項について 

(ｱ) 現状の把握や方向性の検討にはデータの活用が重要であるため、デー

タ取得に対する支援が必要である。 

(ｲ) 令和７年８月の大雨により被害を受けた事業者に対して、事業再開等

に係る費用負担軽減などの支援が必要である。 

(ｳ) 清掃などの委託契約や指定管理制度等の長期契約について、最低賃金

の大幅な上昇に伴い、契約金額が実態にそぐわなくなる可能性があるため、

官公庁自身も適正な価格転嫁に応じる姿勢が必要である。 
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